
  

 

生ごみ、可燃物の処理方法に関する 
 

報    告    書 

 

 

 

 

 

 

 

平成 14 年５月 

 
 
 
 
 
 

道央地域ごみ処理専門委員会 

 



は  じ  め  に 
 
 

道央地域ごみ処理広域化推進協議会におかれましては、平成９年１２月に北海道が策定し

た「ごみ処理の広域化計画」にもとづき、ごみの広域処理に向け検討を重ねられてきました。

しかしながら、道央地域の構成自治体は、各々それまで異なった処理を行ってきた経緯があ

るため、広域地域としての処理方法の決定には配慮されるべき課題が少なくありません。 

昨今、環境問題が大きく取り上げられるようになり、ごみ処理に関しても、各地でダイオ

キシン類問題や埋立処分地の問題など、早期に対処しなければならない事項が続出してきま

した。また、ごみの排出抑制やリサイクルを推進することが社会的に強く求められるように

なり、ごみの分別排出を行うことをはじめ、住民への負担の増加も避けられなくなってきま

した。 

広域処理の方針に加えて、こうした社会環境の変化は、従来の焼却や埋立といった処理方

法に頼らない新しい処理形態を模索したり、採用すべき処理技術の検討を行うことが求めら

れ、また、廃棄物行政に要する費用の増大も予想され、関係者におかれましては、大変なご

苦労をされているものと推察いたします。 

こうした状況の中、道央地域においては最適な処理方法を選定すべく、「ごみ処理広域化

施設整備基本方針（案）」が平成１２年末に策定され、この案の技術的な性能の検証とその他

の方法についても比較検討するために本委員会が設置されました。そこで廃棄物処理に関す

る学識経験者７名にて、基本方針（案）に盛られた可燃ごみの処理を中心に様々な視点から

議論を進め、平成１３年６月から平成１４年５月まで計８回開催しました。 

本専門委員会では、この間に３回開催されたシンポジウムにおける住民の意見や要望も聞

き、さらに、この地域における廃棄物行政担当者との対談内容も踏まえ、この度本委員会と

しての報告を行うに至りました。 

 この報告書を参考にし、道央地域ごみ処理広域化推進協議会におかれましては、処理方法

の決定や、今後の施設建設に役立てていただくように、専門委員会として希望いたします。 

 

 

平成 14 年 5 月 

 

                      道央地域ごみ処理専門委員会 

                         委員長  神 山 桂 一 
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道央地域ごみ処理専門委員会における検討結果 

恵庭市・北広島市・長沼町・南幌町・由仁町の２市３町で構成する道央地域（以下、「本

広域という」）における生ごみ、可燃物の適正処理方法を検討するにあたり、本広域におけ

る今後のごみ処理のあり方について、本委員会では次のように提言いたします。 

平成１３年１月に施行された「循環型社会形成推進基本法」は、天然資源の消費を抑制

し、環境負荷をできる限り低減する社会の形成を目指した法律であり、①廃棄物等の発生

抑制、②不用物の再使用、③不用物の再生利用、④エネルギー回収、⑤廃棄物の適正処理

を推進するとしています。本広域においても、この主旨に則り、循環型社会の形成を目指

すのが望ましいと考えます。 

 

また、ごみ処理方法は、その時点のごみ処理に関する技術や社会の仕組みを考慮すると

共に、地域のごみ処理の歴史や、住民の意向を考慮して決定されるものであります。この

ため、検討にあたっては、本広域の特性を把握することが必要であり、その特性は次のと

おりであると考えます。 

①ごみの分別の方法は、恵庭市は生ごみを分別しないで可燃ごみとしており、北広島市

は生ごみ・可燃物・不燃物を分別しないで普通ごみとして、長沼町・南幌町・由仁町

の３町は、ごみの処理に関して一部事務組合で共同処理しており、生ごみ・可燃物を

分別している。 

②３町は、生ごみの分別、堆肥化処理を行っており、堆肥は地域において利用されてい

る。 

③恵庭市及び３町では、可燃ごみの焼却処理を行っているが、ダイオキシン類排出規制

強化に伴い、平成１４年１２月以降現有施設での処理を行わない計画である。なお、

現行の可燃ごみ対象物は、添付資料に示すとおりとなっている。 

④構成市町間の距離は一番離れている恵庭市と由仁町との距離が約３０km と、輸送の点

で広域処理の条件に恵まれている。 

⑤埋立処分地は各々所有しており、比較的長期間の使用が可能である。なお、恵庭市、

北広島市の埋立処分地は、可燃物の直接埋立も可能であるが、長沼町・南幌町・由仁

町の３町の埋立処分地は、浸出水処理施設の能力の関係から可燃物の直接埋立はでき

ない。 
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上記の事柄を踏まえ、計８回にわたる道央地域ごみ処理専門委員会を開催し、協議を重

ねてきた結果、本委員会では、本広域における今後の生ごみ及び可燃物の処理としては、

次の方法が最も相応しいという結論となりました。 

 

 
 ・生ごみは分別し、２市３町で堆肥化処理（堆肥製造）を行う。 

 ・可燃物（生ごみを含まない）は、２市３町でＲＤＦ化処理（RDF製造）を行う。 

 

しかしながら、本委員会の審議過程においても明らかなように、ごみの適正処理方法に

ついては、他にもいくつかの有力な選択肢があることから、地域住民に広く情報を提供し、

住民の合意形成を図りながら、決定すべきものであることは言うまでもありません。 

本委員会としては、一定の処理方法を提示いたしましたが、審議過程における各委員の

それぞれの見解も参考にしながら、検討対象とした他の処理方法も併せて、今後も十分な

調査検証を行う必要があると考えます。 

また、本委員会での結論に至った経過、理由及び今後これらの処理を推進していくにあ

たっての留意点を以降に示します。 

 

●経過 

生ごみ、可燃物の処理方法を検討・選定するにあたり、まず考えられる処理方法を挙げ、

その組み合わせによりパターン分けを行いました。 

生ごみと生ごみ以外の可燃物を各々分別して処理する場合と、生ごみは分別せず可燃物

と一緒に処理する場合の２つに大きく分けました。そして、生ごみの処理としてはバイオ

ガス化処理と堆肥化処理の２つを挙げ、可燃物の処理としてはＲＤＦ化処理、炭化処理及

び焼却処理の３つを挙げました。なお、従来型と言われる焼却処理については、全国的に

も実績が多く処理技術も確立されており、可燃物の他汚泥等の処理も可能な処理対象物の

範囲が広い処理方法ですが、焼却灰の溶融固化施設が必要となることから、本委員会では

それらが一体化され次世代型と言われるガス化溶融処理について検討しました。また、生

ごみを分別して処理した場合には、検討の１方式として、恵庭市と北広島市の２市でバイ

オガス化処理、長沼町・南幌町・由仁町の３町で堆肥化処理を行った場合も考えました。

これにより、パターンは次に示すように１２通りとなりました。 
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生 ご み の 処 理 可 燃 物 の 処 理 
ﾊﾟﾀｰﾝ No 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化処理 堆肥化処理 ＲＤＦ化処理 炭化処理 ｶﾞｽ化溶融処理 

Ⅰ－Ａ－１ ●（２市） ●（３町） ●   

Ⅰ－Ａ－２ ●（２市） ●（３町）  ●  

Ⅰ－Ａ－３ ●（２市） ●（３町）   ● 

Ⅰ－Ｂ－１ ●  ●   

Ⅰ－Ｂ－２ ●   ●  

Ⅰ－Ｂ－３ ●    ● 

Ⅰ－Ｃ－１  ● ●   

Ⅰ－Ｃ－２  ●  ●  

Ⅰ－Ｃ－３  ●   ● 

Ⅱ－１   ●   

Ⅱ－２    ●  

Ⅱ－３     ● 

 

この１２通りのパターンについて、生成物量・残渣量等の物質収支に関するもの、減量

化率・資源化率・埋立処分率・建設費・維持管理費などの各指標値に関するものをとりま

とめ、協議を行いました。資源化率、エネルギー指標はパターンⅠ－Ｃ－１、減量化率は

パターンⅡ－３が最も良くなっています。 

また、個々の処理方法について、その特徴や課題、生成物（バイオガス、堆肥、ＲＤＦ、

炭化物、スラグ等）の有効利用の可能性などを検討しました。 

これらの協議・検討、さらには、計３回開催された「道央地域ごみ処理広域化推進協議

会シンポジウム」におけるアンケート調査結果を勘案し、上記の結論（上表におけるパタ

ーンⅠ－Ｃ－１）に至りました。なお、Ｉ－Ａ－１案が、平成１２年１１月に策定された

「ごみ処理広域化施設整備基本方針（案）」に対応します。 

 

●理由 

【ごみの分別排出】 

循環型社会を構築するためには、排出者一人一人の意識が大きな役割を果たすことにな

るので、分別の意味を十分に周知すると共に、これによりごみとなっていた有用物を資源

として有効に利用できる意義を暮らしの中で定着する方策を選択するべきであり、このた

めに本広域においても容器包装リサイクル法や家電リサイクル法等で定める様々な分別を

実施することはもちろんのこと、生ごみを分別収集し、資源化を図ることが必要であると

考えます。 

本広域では、長沼町・南幌町・由仁町の３町が従前から生ごみの分別収集を実施してお
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り、分別への排出者の協力も概ね良好であると思えます。 

また、第２回シンポジウムでのアンケート調査においても、生ごみの分別収集を２市３

町で行うべきであると回答した人が６８％（参加者１５０名、アンケート回収率７２％）

を占めており、高い割合となっています。 

このような事柄を踏まえ、本広域においては恵庭市・北広島市の２市においても生ごみ

を分別収集する方が望ましいと考えます。従って、生ごみを分別し、生ごみと可燃物を別々

に処理する方式を選択することが適切と考えます。 

 

【生ごみの処理】 

生ごみの処理としては、バイオガス化処理と堆肥化処理について検討しました。 
 

堆肥化処理は、長沼町・南幌町・由仁町の３町が従来から既に取り組んでおり、地域に

根ざした処理が行われ、技術的な蓄積もあり、かつ製造された堆肥は有効に利用されてい

ます。本委員会では、副資材として、現在３町で利用している籾殻にかわって、木材チッ

プを使用した場合の製造堆肥の良質性について提案されており、木材チップなど、堆肥化

物から回収して繰り返し使用できる資材を使用することによりさらなる利用が期待されま

す。 

ただし、堆肥化処理を３町の他、恵庭市・北広島市の２市に拡大する場合には、堆肥化

量が膨大となり、堆肥の利用先の確保が大きな課題となります。しかしながら、木材チッ

プなどを利用して製造した良質堆肥の場合には、現在は主に畑での利用のみとなっていま

すが、本広域において多くの耕地面積を有する水田での利用が可能となります。また、堆

肥は生ごみの他、下水道汚泥や家畜ふん尿から製造されますが、本広域での下水道汚泥か

らの堆肥製造量は僅かであり、家畜ふん尿からの堆肥製造については、現在具体的な計画

がない状況にあります。堆肥は、水田・畑の他、公園・街路などでの使用も可能でありま

す。２市３町のこれら耕地面積全体の約１０％で生ごみから製造した堆肥を利用してもら

うと（下水道汚泥を含めると約１１％）、全量捌けることになります。具体的な利用先は今

後の課題として残りますが、堆肥化処理は有効な処理方法であると考えます。 
 

一方、バイオガス化処理は、発生ガスによる発電とその電力の自家消費、あるいはガス

燃焼による熱供給が可能で有効な処理方法ではありますが、生ごみのみを対象とした実稼

働施設が未だなく、実用化に向けた開発段階にあります。いくつかの実証施設において実

験・研究がなされていますが、その規模はいずれも小さく、本広域で想定している施設（２

市で８７ｔ/日）において処理するにはリスクが大きいと考えます。 
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また、処理に伴い発生する汚水処理の課題があり、下水道放流が可能な地域に設置する

必要があるなど、設置場所に対する制約条件も生じます。 

さらに、バイオガス化後の汚泥処理の問題があります。汚泥から堆肥を製造することが

考えられますが、実証プラントでは製造実績がないため、本委員会では良質な堆肥が製造

されるかの判断が難しい状況にあります。仮に堆肥製造が困難な場合には、汚泥は埋立処

分する必要があります。 
 

以上のことから、本広域における生ごみの処理としては、２市３町で堆肥化処理を行う

のが相応しいという結論となりました。 

なお、施設整備にあたっては、３町の現有堆肥化施設が更新時期を迎えていることもあ

り、１施設とした方が建設費や維持管理費の面などからも効率的でありますが、堆肥利用

者の利便性等を考慮すると複数の施設とした方が望ましい場合もありますので、総合的な

視点から判断する必要があると考えます。 

 

【可燃物の処理】 

可燃物の処理としては、ＲＤＦ化処理、炭化処理、ガス化溶融処理の３つについて検討

しました。 
 

ＲＤＦ化処理は、プラントメーカーによる技術的な差異はあるものの、実稼働施設が全

国で４０カ所以上に達しており、道内にも既に１０年以上にわたって稼働している事例も

あり、技術的には確立されております。また、乾燥工程等において発生するダイオキシン

類対策も技術的に確立されております。 

ただし、製造したＲＤＦの利用先確保が課題となり、ＲＤＦ化処理を見送る自治体もあ

りますが、本広域においては、近郊の製紙工場にＲＤＦを燃料として供給できる見込みで

あります。さらに、この製紙工場では現在札幌市からのＲＤＦを受入れていますが、札幌

市では、近々全量を札幌市内で使用する計画が進行中であります。 

以上のことから、利用先確保の課題は克服できると考えられます。また、ＲＤＦの性状

についても、ごみの分別を徹底することにより、製紙工場より条件として示されている低

位発熱量 4,000kcal/kg 以上、塩素濃度 0.5％以下をクリアできるものと考えます。 
 

炭化処理は、実稼働施設はないものの、現在２施設（７０ｔ/日、２１ｔ/日）が建設中

であり、また２０ｔ/日の実証プラントが稼働している状況にあります。製造される炭化物

は、コークスや微粉炭の代替燃料として利用が可能であり、処理するごみ量の約１/４（生
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ごみを含む場合には約１/８）になるので、貯留や輸送が容易となるメリットがあります。 

また、土壌改良材等広範囲の利用も検討されていますが、実際の利用実績がないため、

今後、生産される炭化物の品質や利用先についての調査・開拓をする必要があります。 
 

ガス化溶融処理は、実稼働施設はまだ少ないですが、現在施設建設が多く行われていま

す。また、資源化が不向きな紙ごみなどの廃棄物への対応、堆肥化残渣等の資源化残渣へ

の対応、災害時の衛生処理といった不測の事態への対応などが可能なため、ごみの適正処

理に関しては有効な処理であります。しかしながら、本広域においては、生ごみを除いた

可燃物を処理する場合の施設規模は７３ｔ/日となっており、発電を含めた有効な熱利用を

図るためには、規模が小さすぎ、エネルギーの有効利用の観点からは劣るものと考えます。

従って、今後の循環型社会への移行を考慮すると、分別収集を取り入れたリサイクルへの

道を選択すべきであると考えます。 
 

以上のことから、本委員会では、本広域における可燃物の処理としては、ＲＤＦ化処理

が相応しいという結論となりました。 

 

●留意点 

本広域において、今後、生ごみの堆肥化処理、可燃物のＲＤＦ化処理を実施していくに

あたって留意すべき事項として、本委員会では次のように提言いたします。 

 

【ごみの排出】 

・ごみの減量をなお一層推進する必要があります。そのためには、排出者に減量努力を

促す種々の工夫が必要であります。また、排出者が自発的に減量に向かって努力する

体制をつくることも必要であります。 

・適正な処理及び製造された堆肥やＲＤＦの利用を促進させるためには、住民の他、事

業者を含む排出者の分別に対する協力が絶対条件であります。３町ではすでに分別収

集をしていますが、より徹底した分別が必要でありますし、２市においては新たな分

別でありますので、徹底した分別を排出者に求めることはもちろんのこと、住民組織

や各種の市民団体と力を合わせて分別方法や排出時のルール、分別目的の周知・徹底

を行っていく必要があります。 

・分別の周知徹底及び分別精度向上策検討のために、新処理方式実施以前に、モデル地

区を設けて分別収集を試行することなどが必要であります。 
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【堆肥化処理】 

・堆肥化処理を行うにあたっては、生ごみの分別排出の徹底、良質堆肥の製造、製造堆

肥の利用先の確保が大きな課題です。従って計画推進にあたっては、関係者と協議を

行うなど、これらの課題を克服するための努力が必要であります。 

・製造した堆肥が、確実に利用されるためには、利用先に関する調査を行う必要があり

ます。農業者とタイアップして利用先を確保することはもちろんのこと、農家を含む

住民にヒアリングを行うなどして、利用先及び利用量（供給量）の調査を詳細に行う

必要があります。 

・生ごみのみを対象として処理するのではなく、し尿・汚泥や家畜ふん尿などと一緒に

処理することにより、より良質な堆肥が製造できると考えます。 

・設置場所の選定にあたっては、ごみの運搬を考慮するほか、生ごみからの悪臭が問題

となることが多いため、施設における対策はもちろんのこと、周辺土地利用状況、風

向きなどを考慮する必要があります。 

・農業の変遷、季節的な需要の変動などを考慮して保管施設等の規模を決定するべきで

あります。 

・搬入されるごみの性状などを勘案し、適切な処理システムを検討する必要があります。  

・生ごみの収集袋を紙製など堆肥化可能な素材のものとして、残渣量を減らすよう工夫

することが必要であります。 

・副資材として、木材チップを使用することが望ましいと考えます。現在、長沼町・南

幌町・由仁町の３町では籾殻を副資材として使用していますが、木材チップを使用す

ることにより、水田での堆肥の利用も可能となります。なお、木材チップは、入手が

困難であるかもしれませんが、その場合には、廃木材をチップ化する方法などがある

ものと考えます。 

・製造する堆肥は、完熟堆肥であることが望ましいと考えますが、需要者の堆肥利用方

法を調査した上で、需要者の要望に適した堆肥を製造することが必要と考えます。 

・利用者に適切な方法で堆肥を利用してもらうため、利用者への利用方法の啓蒙が必要

であります。 

 ・処理残渣についての適切な処理の検討が必要である。 

【ＲＤＦ化処理】 

・ＲＤＦ化処理を行うにあたっては、可燃物の分別排出の徹底、ＲＤＦの利用先の確保

が大きな課題です。これらの課題を克服するための努力が必要であります。 
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・ごみの運搬、製造したＲＤＦの輸送、周辺環境への影響などを考慮の上、設置場所を

選定する必要があります。 

・容器包装リサイクル法などによる資源化対象物を考慮の上、施設規模を算定する必要

があります。 

・搬入されるごみの性状などを勘案し、適切な処理システムを検討することはもちろん

のこと、乾燥工程等におけるダイオキシン類対策など環境影響に配慮した処理施設と

するよう、十分検討する必要があります。 

・本広域の近郊の製紙工場においてＲＤＦの利用が可能な計画でありますが、将来に不

安を残さないためにも、さらなる利用先の確保が必要であると考えます。 

 ・ごみ処理の責任を全うするために、環境対策の充実した利用先を選定することが重 

要であります。 

・製造されたＲＤＦを、例えばＲＤＦ化処理の乾燥工程に必要な熱源として利用するな

ど、本広域内における利用可能性について検討することが必要であると考えます。 

・処理残渣は埋立処分をすることになるので、処理残渣の少ないシステムの選定を行う

ことはもちろんのこと、その適切な処理が必要となります。 

 
 

以上、本委員会が提示したごみ処理方法については、ごみの分別排出など、特に住民の

協力が必要不可欠であり、住民との対話を十分行って合意形成を図ることが重要です。 

また、地方自治体としては、当然のことながら、確実にそして適正にごみ処理を行うこ

とが求められますが、循環型社会の構築とごみ処理全体における物質収支の関連や、施設

建設費・維持管理費等のごみ処理コストの低減など、本委員会において議論が十分といえ

ない事項について、実稼働施設からのヒアリングを行うなど、詳細に検討する必要がある

と考えます。 

従って、今後、本委員会で提言した留意点等の課題をクリアする具体策や、ごみ処理方

法に関する技術的動向など、他の処理方法との比較も含めて、さらに精査検討を加え、  

循環型社会の構築を目指した段階的な処理方法の導入など、確実な見通しと長期的な展望

のもとに総合的な判断をされるよう申し添えます。 



＜別表－１　建設費・維持管理費＞

人件費 人件費以外 規模１ｔあたり 規模１ｔ、時間1hr 処理量１ｔあたり 処理量１ｔ、時間１ｈｒ

ｔ/年 ｔ/日 hr/日 系列 千円 千円/年 千円/年 千円/年 千円/ｔ 千円/ｔ･hr 円/ｔ 円/ｔ・hr

Ⅰ－Ａ－１ バイオガス化処理 18,809 87 5 2 3,700,000 84,800 24,500 60,300 43,000 8,500 4,500 900

堆肥化処理 2,612 12 5 1 900,000 25,400 9,800 15,600 75,000 15,000 9,700 1,940

ＲＤＦ化処理 19,624 73 16 2 5,018,000 277,900 53,900 224,000 69,000 4,300 14,200 890

　　計 9,618,000 388,100 88,200 299,900 56,000 9,500

Ⅰ－Ａ－２ バイオガス化処理 18,809 87 5 2 3,700,000 84,800 24,500 60,300 43,000 8,500 4,500 900

堆肥化処理 2,612 12 5 1 900,000 25,400 9,800 15,600 75,000 15,000 9,700 1,940

炭化処理 19,624 73 24 2 4,600,000 280,300 73,500 206,800 63,000 2,600 14,300 600

　　計 9,200,000 390,500 107,800 282,700 53,000 9,500

Ⅰ－Ａ－３ バイオガス化処理 18,809 87 5 2 3,700,000 84,800 24,500 60,300 43,000 8,500 4,500 900

堆肥化処理 2,612 12 5 1 900,000 25,400 9,800 15,600 75,000 15,000 9,700 1,940

ガス化溶融処理 19,624 73 24 2 5,618,000 284,900 102,900 182,000 77,000 3,200 14,500 600

　　計 10,218,000 395,100 137,200 257,900 59,000 9,600

Ⅰ－Ｂ－１ バイオガス化処理 21,421 99 5 2 3,960,000 89,600 24,500 65,100 40,000 8,000 4,200 840

ＲＤＦ化処理 19,624 73 16 2 5,018,000 277,900 53,900 224,000 69,000 4,300 14,200 890

　　計 8,978,000 367,500 78,400 289,100 52,000 9,000

Ⅰ－Ｂ－２ バイオガス化処理 21,421 99 5 2 3,960,000 89,600 24,500 65,100 40,000 8,000 4,200 840

炭化処理 19,624 73 24 2 4,600,000 280,300 73,500 206,800 63,000 2,600 14,300 600

　　計 8,560,000 369,900 98,000 271,900 50,000 9,000

Ⅰ－Ｂ－３ バイオガス化処理 21,421 99 5 2 3,960,000 89,600 24,500 65,100 40,000 8,000 4,200 840

ガス化溶融処理 19,624 73 24 2 5,618,000 284,900 102,900 182,000 77,000 3,200 14,500 600

　　計 9,578,000 374,500 127,400 247,100 56,000 9,100

Ⅰ－Ｃ－１ 堆肥化処理 21,421 99 5 2 3,470,000 117,600 19,600 98,000 35,000 7,000 5,500 1,100

ＲＤＦ化処理 19,624 73 16 2 5,018,000 277,900 53,900 224,000 69,000 4,300 14,200 890

　　計 8,488,000 395,500 73,500 322,000 49,000 9,600

Ⅰ－Ｃ－２ 堆肥化処理 21,421 99 5 2 3,470,000 117,600 19,600 98,000 35,000 7,000 5,500 1,100

炭化処理 19,624 73 24 2 4,600,000 280,300 73,500 206,800 63,000 2,600 14,300 600

　　計 8,070,000 397,900 93,100 304,800 47,000 9,700

Ⅰ－Ｃ－３ 堆肥化処理 21,421 99 5 2 3,470,000 117,600 19,600 98,000 35,000 7,000 5,500 1,100

ガス化溶融処理 19,624 73 24 2 5,618,000 284,900 102,900 182,000 77,000 3,200 14,500 600

　　計 9,088,000 402,500 122,500 280,000 53,000 9,800

Ⅱ－１ ＲＤＦ化処理 41,045 153 16 3 9,640,000 537,700 63,700 474,000 63,000 3,900 13,100 820

Ⅱ－２ 炭化処理 41,045 153 24 3 8,720,000 545,900 83,300 462,600 57,000 2,400 13,300 550

Ⅱ－３ ガス化溶融処理 41,045 153 24 2 13,010,000 636,200 132,300 503,900 85,000 3,500 15,500 650

　※ 24時間連続運転する炭化処理・ガス化溶融処理は土・日運転し、その他の処理は土・日休止する。

　※ バイオガス化処理・堆肥化処理の処理時間は、受入供給設備などの時間を示している。

　※ バイオガス化処理に伴い生じる排水は下水道放流とする。また、発生バイオガスは施設内で利用する。

　※ ＲＤＦ化処理により製造したＲＤＦは、施設外に搬出して利用する。

　※ 炭化処理により製造した炭化物は、施設外に搬出して利用する。

　※ 炭化処理・ガス化溶融処理では、排ガス中の余熱を回収し施設内で利用する。

　※ Ⅱ－３のガス化溶融処理施設には発電設備を設ける。（他のパターンのガス化溶融施設には発電設備を設けない）

　※ 建設費・維持管理費は、平成１２年度調査における数値である。

処理量 施設規模 処理時間
（ごみ量あたりの建設費） （ごみ量あたりの維持管理費）

処理系列 建設費 維持管理費
（維持管理費内訳）
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＜別表－２ 全体経費＞                                          （単位：百万円／年） 

中  間  処  理 
 収 集 運 搬 

広 域 処 理 広域処理以外 
最 終 処 分 合   計 

（処理量あたり） 
（円/処理量-ｔ） 

Ⅰ-A-１ 644 628 301 226 1,798 43,800 

Ⅰ-A-２ 644 620 301 167 1,731 42,200 

Ⅰ-A-３ 644 650 301 170 1,765 43,000 

Ⅰ-Ｂ-１ 659 591 301 226 1,777 43,300 

Ⅰ-Ｂ-２ 659 583 301 167 1,710 41,700 

Ⅰ-Ｂ-３ 659 613 301 170 1,744 42,500 

Ⅰ-Ｃ-１ 659 607 301 226 1,793 43,700 

Ⅰ-Ｃ-２ 659 599 301 167 1,726 42,100 

Ⅰ-Ｃ-３ 659 629 301 170 1,759 42,900 

Ⅱ-１ 597 778 301 167 1,842 44,900 

Ⅱ-２ 597 763 301 174 1,835 44,700 

Ⅱ-３ 597 960 301 179 2,037 49,600 

 

 

 【経費算定条件】 

   １．収集運搬経費 

・ごみの運搬場所（施設の設置場所）を別表－３のように設定した。 

・収集頻度等の収集条件を各市町で設定し、収集運搬経費を算出した。（直営・委託収集の違いなどにより、各

市町において算出方法は異なる） 

   ２．中間処理経費 

    (1) 広域処理施設に係る経費 

・ 国庫補助事業により建設するものとし、補助・起債を考慮の上、実際に２市３町が施設建設にあたって負担

する額の年間平均値を算出した。（①） 

  ※プラント工事比率７０％、土木建築工事比率３０％とし、補助率は１/４として算出した。 

・維持管理費は、別表－１の値とした。（②） 

・①＋②の費用とした。 

(2) 広域処理施設以外の施設に係る経費 

・現有施設実績値及び将来ごみ量を参考にして、維持管理費を算出した。 

   ３．最終処分経費 

・現有処分場実績値及び最終処分推計量を参考にして、最終処分経費を算出した。 

・広域処理施設からの可燃性残渣が、他の広域処理施設にて処理可能な場合には処理するものとした。 

 



＜別表－３　施設設置場所＞

設　 置　 場　 所

Ⅰ－Ａ－１ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

堆肥化処理 長沼町の現有焼却施設

ＲＤＦ処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ａ－２ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

堆肥化処理 長沼町の現有焼却施設

炭化処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ａ－３ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

堆肥化処理 長沼町の現有焼却施設

ガス化溶融処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｂ－１ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

ＲＤＦ処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｂ－２ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

炭化処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｂ－３ バイオガス処理 恵庭市の現有焼却施設

ガス化溶融処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｃ－１ 堆肥化処理 恵庭市の現有焼却施設

ＲＤＦ処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｃ－２ 堆肥化処理 恵庭市の現有焼却施設

炭化処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅰ－Ｃ－３ 堆肥化処理 恵庭市の現有焼却施設

ガス化溶融処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅱ－１ ＲＤＦ処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅱ－２ 炭化処理 恵庭市の現有焼却施設

Ⅱ－３ ガス化溶融処理 恵庭市の現有焼却施設

（共通） リサイクル施設 北広島市の現有破砕施設

 ※収集運搬経費の算定にあたって、上記の設置場所を仮定した。
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添付資料－１　　現状及び将来のごみ排出区分　

資 源 物 可燃ごみ 厨 芥 類

不燃ごみ 混合ごみ 粗大ごみ

恵 庭 市 北広島市 組合３町

新聞紙

雑誌

ＯＡ紙

ダンボール

紙パック

その他紙製容器包装

スチール缶

アルミ缶

無色びん

茶色びん

その他びん

ペットボトル

プラスチック製容器

発泡スチロール製容器

紙くず

草木類（小型）

衣類・繊維類

軟質プラスチック類

紙おむつ・生理用品

食用油

ゴム類・皮革類

硬質プラスチック類

金属類

ガラス類

陶磁器類

　※ 将来排出区分は、生ごみの単独処理及び可燃ごみのＲＤＦ処理を想定した場合

　※ 可燃ごみの炭化処理あるいはガス化溶融処理を想定した場合、将来排出区分において紙おむつ・生理

　　　用品、食用油は可燃ごみ対象物となる。

 生 ご み

可
燃
ご
み

不
　
燃
　
ご
　
み

資
　
源
　
物

容器包
装廃棄
物以外

容
器
包
装
廃
棄
物

紙
　
類

缶
類

び
ん
類

プ
ラ
類

排　出　品　目 将来排出区分
現 状 排 出 区 分

凡　例
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添付資料－２　　概略処理フロー

　（ウエット方式）

発 電

熱回収

余剰汚泥

　（ＲＤＦ炭化） 不燃物

鉄・アルミ

　（ドライ方式）

発 電 消石灰

熱回収 活性炭

余剰汚泥

炭化物

　（直接炭化） 不燃物

鉄・アルミ

消石灰

活性炭

　（副資材として籾殻を使用した場合） 返送材

炭化物

　（副資材として木材チップを使用した場合）

消石灰

　　木材片 活性炭

不燃物

鉄・アルミ

炭 化

不燃物

選   別

選   別 湿式洗浄 脱   水 乾   燥

排ガス処理 大 気

飛灰処理 飛灰処理物

炭   化
ガス

燃   焼 ガス冷却

製 品

　　籾 殻

前処理残渣　③ 後処理残渣　⑥

　　生ごみ 受　 入 破砕・選別 混   合 発   酵 後 選 別 熟   成

　可燃ごみ 受   入 破   砕

再利用 ※１

放 流

乾   燥 選   別 成   形

堆肥化処理 堆 肥

脱   水 水 処 理

　剪定枝等
残渣 消化液貯留

不燃物

※１ 再利用水

　　生ごみ 受   入 可 溶 化 選   別 貯   留 メタン発酵 ﾊﾞｲｵｶﾞｽ利用

選   別

残渣 消化液貯留

※１ 再利用水

　　生ごみ 受   入 可 溶 化 選   別 貯   留 メタン発酵

水 処 理

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ利用

【バイオガス化処理】 【ＲＤＦ化処理】

【堆肥化処理】

【炭化処理】
放 流

堆肥化処理 堆 肥

 　返送汚泥
脱   水

飛灰処理

選   別 スラグ

飛灰処理物　⑪

炭 化

　可燃ごみ 受   入 破   砕 ガ ス 化 溶   融 ガス冷却 排ガス処理 大 気

【ガス化溶融処理】

湿式洗浄 脱   水 乾   燥

排ガス処理 大 気

飛灰処理物飛灰処理

炭   化
ガス

燃   焼 ガス冷却

乾   燥　可燃ごみ 受   入 破   砕

成   形 ＲＤＦ

不適物
不燃物

鉄・アルミ　⑥

乾   燥 選   別

熟   成 製 品

後処理残渣

発   酵 後 選 別　　生ごみ 受　 入 破砕・選別 混   合

排ガス処理 大 気 消石灰

前処理残渣

再利用 ※１

　可燃ごみ 受   入 破   袋 選   別 破   砕
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添付資料－３　　物質収支　

合計 （現状） バイオガス
（ｔ/日） 量（ｔ/日） 割合（％） 量（ｔ/日） 割合（％） 割合（％） 割合（％） 量（Nm3/日） 量（ｔ/日） 割合（％） 量（ｔ/日） 割合（％） 量（ｔ/日） 割合（％） 量（ｔ/日） 割合（％） 量（ｔ/日） 割合（％）

Ⅰ－Ａ－１ バイオガス化処理 51.5 10.37 20.1 － － － 5,722 2.92 5.7 － － － － － － － －
堆肥化処理 7.2 1.44 20.1 － － － － 3.35 46.8 － － － － － － － －
ＲＤＦ化処理 53.8 1.54 2.9 － － － － － － 40.80 75.9 － － － － 2.38 4.4
　　　計 112.5 13.35 11.9 － － 11.9 － 6.27 5.6 40.80 36.3 － － － － 2.38 2.1

Ⅰ－Ａ－２ バイオガス化処理 51.5 10.37 20.1 － － － 5,722 2.92 5.7 － － － － － － － －
堆肥化処理 7.2 1.44 20.1 － － － － 3.35 46.8 － － － － － － － －
炭化処理 53.8 1.14 2.1 1.60 3.0 － － － － － － 13.27 24.7 － － 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.95 11.5 1.60 1.4 12.9 － 6.27 5.6 － － 13.27 11.8 － － 1.76 1.6

Ⅰ－Ａ－３ バイオガス化処理 51.5 10.37 20.1 － － － 5,722 2.92 5.7 － － － － － － － －
堆肥化処理 7.2 1.44 20.1 － － － － 3.35 46.8 － － － － － － － －
ガス化溶融処理 53.8 1.14 2.1 2.23 4.1 － － － － － － － － 3.50 6.5 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.95 11.5 2.23 2.0 13.5 － 6.27 5.6 － － － － 3.50 3.1 1.76 1.6

Ⅰ－Ｂ－１ バイオガス化処理 58.7 11.82 20.1 － － － 6,493 3.33 5.7 － － － － － － － －
ＲＤＦ化処理 53.8 1.54 2.9 － － － － － － 40.80 75.9 － － － － 2.38 4.4
　　　計 112.5 13.36 11.9 － － 11.9 － 3.33 3.0 40.80 36.3 － － － － 2.38 2.1

Ⅰ－Ｂ－２ バイオガス化処理 58.7 11.82 20.1 － － － 6,493 3.33 5.7 － － － － － － － －
炭化処理 53.8 1.14 2.1 1.60 3.0 － － － － － － 13.27 24.7 － － 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.96 11.5 1.60 1.4 12.9 － 3.33 3.0 － － 13.27 11.8 － － 1.76 1.6

Ⅰ－Ｂ－３ バイオガス化処理 58.7 11.82 20.1 － － － 6,493 3.33 5.7 － － － － － － － －
ガス化溶融処理 53.8 1.14 2.1 2.23 4.1 － － － － － － － － 3.50 6.5 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.96 11.5 2.23 2.0 13.5 － 3.33 3.0 － － － － 3.50 3.1 1.76 1.6

Ⅰ－Ｃ－１ 堆肥化処理 58.7 11.82 20.1 － － － － 27.30 46.5 － － － － － － － －
ＲＤＦ化処理 53.8 1.54 2.9 － － － － － － 40.80 75.9 － － － － 2.38 4.4
　　　計 112.5 13.36 11.9 － － 11.9 － 27.30 24.3 40.80 36.3 － － － － 2.38 2.1

Ⅰ－Ｃ－２ 堆肥化処理 58.7 11.82 20.1 － － － － 27.30 46.5 － － － － － － － －
炭化処理 53.8 1.14 2.1 1.60 3.0 － － － － － － 13.27 24.7 － － 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.96 11.5 1.60 1.4 12.9 － 27.30 24.3 － － 13.27 11.8 － － 1.76 1.6

Ⅰ－Ｃ－３ 堆肥化処理 58.7 11.82 20.1 － － － － 27.30 46.5 － － － － － － － －
ガス化溶融処理 53.8 1.14 2.1 2.23 4.1 － － － － － － － － 3.50 6.5 1.76 3.3
　　　計 112.5 12.96 11.5 2.23 2.0 13.5 － 27.30 24.3 － － － － 3.50 3.1 1.76 1.6

Ⅱ－１ ＲＤＦ化処理 112.5 3.22 2.9 － － 2.9 － － － 52.80 47.0 － － － － 4.97 4.4
Ⅱ－２ 炭化処理 112.5 2.39 2.1 2.15 1.9 4.0 － － － － － 15.29 13.6 － － 3.68 3.3
Ⅱ－３ ガス化溶融処理 112.5 2.39 2.1 2.93 2.6 4.7 － － － － － － － 5.99 5.3 3.68 3.3

将来排出量 現状排出量
（kW） （kWh/日） （MJ/ｈ） （MJ/日） （Nm3/ｈ） （m3/日） （mg/年） （mg/年）

Ⅰ－Ａ－１ バイオガス化処理 411 9,874 2,222 53,317 2,956 23.91 －
堆肥化処理 － － － － 537 － －
ＲＤＦ化処理 － － － － 4,245 － 2.48
　　　計 411 9,874 2,222 53,317 7,738 23.91 2.48

Ⅰ－Ａ－２ バイオガス化処理 411 9,874 2,222 53,317 2,956 23.91 －
堆肥化処理 － － － － 537 － －
炭化処理 － － 3,672 88,124 16,194 － 14.19
　　　計 411 9,874 5,893 141,441 19,687 23.91 14.19

Ⅰ－Ａ－３ バイオガス化処理 411 9,874 2,222 53,317 2,956 23.91 －
堆肥化処理 － － － － 537 － －
ガス化溶融処理 － － 5,185 124,439 16,930 － 14.83
　　　計 411 9,874 7,407 177,756 20,423 23.91 14.83

Ⅰ－Ｂ－１ バイオガス化処理 469 11,254 2,532 60,771 3,355 27.25 －
ＲＤＦ化処理 － － － － 4,245 － 2.48
　　　計 469 11,254 2,532 60,771 7,600 27.25 2.48

Ⅰ－Ｂ－２ バイオガス化処理 469 11,254 2,532 60,771 3,355 27.25 －
炭化処理 － － 3,672 88,124 16,194 － 14.19
　　　計 469 11,254 6,204 148,895 19,549 27.25 14.19

Ⅰ－Ｂ－３ バイオガス化処理 469 11,254 2,532 60,771 3,355 27.25 －
ガス化溶融処理 － － 5,185 124,439 16,930 － 14.83
　　　計 469 11,254 7,717 185,210 20,285 27.25 14.83

Ⅰ－Ｃ－１ 堆肥化処理 － － － － 4,402 － －
ＲＤＦ化処理 － － － － 4,245 － 2.48
　　　計 － － － － 8,647 － 2.48

Ⅰ－Ｃ－２ 堆肥化処理 － － － － 4,402 － －
炭化処理 － － 3,672 88,124 16,194 － 14.19
　　　計 － － 3,672 88,124 20,596 － 14.19

Ⅰ－Ｃ－３ 堆肥化処理 － － － － 4,402 － －
ガス化溶融処理 － － 5,185 124,439 16,930 － 14.83
　　　計 － － 5,185 124,439 21,332 － 14.83

Ⅱ－１ ＲＤＦ化処理 － － － － 17,357 － 10.14
Ⅱ－２ 炭化処理 － － 4,351 104,423 27,490 － 24.08
Ⅱ－３ ガス化溶融処理 1,286 30,857 6,694 160,650 27,099 － 23.74

※ 炭化処理は、ＲＤＦ炭化の場合の値

※ バイオガス化処理は、ウエット方式の場合の値

※ 堆肥化処理は、副資材に籾殻を使用した場合の値

鉄・アルミ
処 理 量

残　　　　　　　渣 中　間　処　理　に　伴　う　資　源　化
残　　　渣 飛 灰 処 理 物 堆　　肥 Ｒ　Ｄ　Ｆ 炭　化　物 ス　ラ　グ

熱　　回　　収

350

50.6

余　　　　熱　　　　等
排 ガ ス 排 　水

ダイオキシン類
発　　　電
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添付資料－４　　各指標値　

Ⅰ－Ａ－１ 44.2 3 51.1 11.9(18.1) 3 3.62 9,618 4 388 1,799

Ⅰ－Ａ－２ 6 68.1 29.3 1 2.9(19.2) 1.71 9,200 5 391 3 1,731

Ⅰ－Ａ－３ 4 76.2 21.7 5 3.4(19.7) 1.08 10,218 6 395 6 1,765

Ⅰ－Ｂ－１ 46.8 4 48.8 11.9(19.0) 1.08 5 8,978 1 368 1,778

Ⅰ－Ｂ－２ 5 70.7 27.0 1 2.9(20.0) 2 3.68 3 8,560 2 370 1 1,710

Ⅰ－Ｂ－３ 3 78.9 19.4 5 3.4(20.6) 6 1.77 9,578 3 375 4 1,744

Ⅰ－Ｃ－１ 25.4 1 67.4 11.9(11.9) 1 4.51 2 8,488 396 1,793

Ⅰ－Ｃ－２ 49.4 5 45.6 1 2.9(12.9) 1.74 1 8,070 398 2 1,726

Ⅰ－Ｃ－３ 57.5 6 38.0 5 3.4(13.5) 0.86 6 9,088 403 5 1,760

Ⅱ－１ 45.8 2 57.6 1 2.9 (2.9) 4 3.26 9,640 538 1,842

Ⅱ－２ 2 79.1 27.5 4.0 (4.0) 1.15 4 8,720 546 1,835

Ⅱ－３ 1 86.7 20.3 4.7 (4.7) 5 2.17 13,010 636 2,037

 ごみ処理量－（残渣量＋中間処理に伴う資源化量）
　　　　　　　　ごみ処理量

 中間処理に伴う資源化量＋集団回収量
 　　　　　ごみ処理量合計 ※ごみ処理量合計＝ごみ処理量＋集団回収量

 埋立処分量（残渣量） ※可燃性残渣物を炭化処理あるいはガス化溶融処理した場合

 　　ごみ処理量 ※（　）内は可燃性残渣物を埋立処分した場合、及びﾊﾞｲｵｶﾞｽ化処理

　 における消化汚泥を埋立処分した場合

 エネルギー削減量

 エネルギー消費量

　※ エネルギー削減量 ： 各処理に伴って生成した電気、熱、堆肥、ＲＤＦ、炭化物、スラグをエネルギー換算

　※ エネルギー消費量 ： 各施設運転のために必要な電気、熱をエネルギー換算

　※ 電気 : 2.25Mcal/kWh　、 堆肥 ： 330Mcal/ｔ　、 スラグ ： 22Mcal/ｔ　　（文献1) p2-15より）

　※ ＲＤＦ : 4,000Mcal/ｔ　、 炭化物 ： 4,500Mcal/ｔ

　1)  田中信寿、古市徹、松藤敏彦、東海明宏 ： 広域的都市廃棄物ゼロエミッション戦略の検討（平成１３年４月）

 各処理の費用は別表－１に記載

 各処理の費用は別表－１に記載

 ２市３町全体での収集運搬から最終処分に至るまでの年間経費合計

 内訳等は別表－２に記載

減量化率 ﾘｻｲｸﾙ率 埋立処分率

（％） （％） （％）

ｴﾈﾙｷﾞｰ指標 建設費 維持管理費 全体経費

（－） （百万円） （百万円/年） （百万円/年）

建設費　　　　 ：

維持管理費　　 ：

全体経費　　　 ：

　減量化率　　 　＝

ﾘｻｲｸﾙ率　　 　＝

埋立処分率　　 ＝

エネルギー指標 ＝
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添付資料－５  製造堆肥の利用可能性 

 

２市３町で製造された堆肥が、２市３町内で利用可能かについての検討を行う。 

生ごみから製造される堆肥の他、下水道汚泥から製造される堆肥について考える。生ごみから製造さ

れる堆肥は、バイオガス化処理あるいは堆肥化処理によるものとする。下水道汚泥からの堆肥製造は、

現在北広島市の処理施設において行っている。 

製造された堆肥の利用先は、田、畑、樹園地、公園・街路とする。 

 

  ①堆肥生成量 

２市３町において、生ごみ、下水道汚泥から製造される堆肥の推計量を下表に示す。 

生ごみから製造される堆肥量は、添付資料－３に示されている日量を年間量に換算したものである。

下水道汚泥から製造される堆肥量は、実績値をもとに算出している。 

 

＜表－１ 堆肥生成量＞ 

堆  肥  生  成  量 （ｔ/年） 
区   分 

Ⅰ－Ａ Ⅰ－Ｂ Ⅰ－Ｃ 

生ごみから  2,289  1,215  9,965 

下水道汚泥から   627 

合   計 2,916 1,842 10,592 

 

 

  ②堆肥利用先の面積 

２市３町における田・畑・樹園地・公園・街路の面積を下表に示す。 

 

＜表－２ 堆肥利用先の面積＞ 

区    分 田 畑 樹園地 公園・街路 合   計 

利用先の面積（ｈａ） 21,848  6,618   152   430 29,048 

 

 

  ③堆肥の利用可能性 

表－１、２を用いて、堆肥利用の可能性を検証した。なお、堆肥の施肥量は、田、樹園地、公園・街

路においては１ｈａあたり3,000kg/年、畑においては１ｈａあたり4,500kg/年とした。 
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下表より、堆肥量の最も多いパターンⅠ－Ｃ（２市３町で堆肥化処理）の場合においても、下水道汚

泥を含めて耕地面積の10.9％で堆肥を利用してもらうと全量は捌けることになる。 

 

＜表－３ 堆肥の利用可能性＞ 

区  分 
堆肥生成量（ｔ/年） 
①（表-１より） 

堆肥利用先面積（ｈａ） 
②（表-２より） 

堆肥施肥量（ｔ/年） 
③ 

割 合 （％） 
④＝①÷③ 

Ⅰ－Ａ   2,916（2,289）  3.0 （2.4） 

Ⅰ－Ｂ   1,842（1,215）  1.9 （1.3） 

Ⅰ－Ｃ  10,592（9,965） 

 
29,048 
 

（田21,848） 
（畑 6,618） 

（樹園地、公園・街路582） 

 97,071 

10.9（10.3） 

※堆肥施肥量③ ： ２市３町における田、畑、樹園地、公園・街路で施肥する堆肥合計量 

田、樹園地、公園・街路における堆肥施肥量（ｔ/年） ＝堆肥利用先面積②（ha）×3（ｔ/ha･年） 

畑における堆肥施肥量（ｔ/年） ＝堆肥利用先面積②（ha）×4.5（ｔ/ha･年） 
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（北広島市） ・

見交換を行った。

＊ 第２回ごみ処理専門委員会会議録について
・第２回ごみ処理専門委員会会議録の確認を行った。

第３回委員会 ＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う追加資料２について
（北広島市） ・

意見交換を行った。

＊ 第３回ごみ処理専門委員会会議録について
・第３回ごみ処理専門委員会会議録の確認を行った。

第4回委員会 ＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う追加資料３について
（北広島市） ・

意見交換を行った。

＊ 第４回ごみ処理専門委員会会議録について
・第４回ごみ処理専門委員会会議録の確認を行った。

第５回委員会 ＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う追加資料4について
（北広島市） ・

意見交換を行った。

＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う追加資料４に係る修正資料に
ついて
・追加資料４に係る修正資料についてコンサルタントから説明後、

第6回委員会 同資料に関して意見交換を行った。
（北広島市） ＊ ごみ処理施設計画に関する専門委員の意見について

・各委員の意見（別紙のとおり）について事務局から説明後、同資
料に関して意見交換並びに意見調整を行った。

＊ 第５回、第６回ごみ処理専門委員会会議録について
・第５回、第６回ごみ処理専門委員会会議録の確認を行った。

第７回委員会 ＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う委員会報告案について
（北広島市） ・報告書案の概要について委員長から説明後、同報告書案に関し

て意見交換を行った。

＊ 第7回ごみ処理専門委員会会議録について
・第７回ごみ処理専門委員会会議録の確認を行った。
＊ 生ごみ、可燃物の処理方法に係る課題等検証について（報告）

第８回委員会 ・検証結果表について事務局から説明後、同結果表に関して意見
（恵庭市） 交換を行った。

＊ 生ごみ・可燃物の処理検討に伴う委員会報告案について
・報告書案の修正内容について事務局から説明後、意見交換を行
い、報告書案の取り扱いを正副委員長に一任した。

平成14年5月22日

平成14年2月25日

追加資料２について コンサルタントから説明後、同資料に関して

追加資料３について コンサルタントから説明後、同資料に関して

追加資料4について コンサルタントから説明後、同資料に関して

平成13年10月19日

平成13年11月30日

平成14年1月10日

道央地域ごみ処理専門委員会に係る議事経過

平成13年6月25日

平成13年8月1日

平成13年9月13日

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

追加資料についてコンサルタントから説明後、同資料に関して意



道央地域ごみ処理施設計画に関する専門委員の意見

　NO.１ 地域の特性及び条件・分別方針
第６回道央地域ごみ処理専門委員会資料

委　員 私                見

   　　・容器包装リサイクル法にもとづく分別収集を実施する。(どの範囲まで、目標、方法) 

    ②アウトプットの条件

    ③意思決定にあたっての評価軸とその優先順位等

 ・札幌市の周辺にあるため、通勤人口は多いが単身者の数はあまり多くない。

○ 地域の条件について
  ・人口３０万人以下の農村では堆肥化が望ましい。（恵庭市・北広島市）
○ 分別の方針について

　 してはどうか。）

○ 地域の条件について
　①２市３町全体では

 ③都市化した地域と農村地域が混在している。
 ④ごみ処理広域化施設整備基本方針として、生ごみの分別を決め、生ごみはバイオガス化施設（恵庭市、北広島市）、堆肥化施設（長沼、南幌、由仁町）、可燃ごみはＲＤＦ
    施設としている。

  ・生ごみ、可燃ごみの分別

  廃棄物処理における基本的な考え方として、できるだけ原理的にどうあるべきかを探り、中長期的計画をベースに置き、そこから現在もしくは短期的計画に帰結すべきという

 ①地域の一部に、厨芥分別の経験を持っている。

○ 分別の方針について

 ②議論の対象となっている「可燃ごみ」は約１１０トン／日（排出量日平均、人口約８万人）で、ガス化溶融処理施設適用域の下限値にある。

  ものです。従って、たとえば今は最終処分場に余裕があるからとか、たまたま燃やしてくれる民間があるからとかいう議論は長期的に見てそうかなと考えます。また、局所的な

　　・広域処理化を前提とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・埋立処分地があり、またその利用を継続することに問題はない。
　　・焼却処理は廃止の方向をとる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・下水道については、整備地域と未整備地域がある。

   この点を確実にする必要があり、これは経済性や地域性を超えて、委員会での議論でなく、当事者自身がフィロソフィーとして議論する部分が大きいものである。

   　○各市町における長期的なごみ処理計画

 これまでの委員会では、主に各要素技術についての議論を深めていると理解しております。そこで、今後は以下の事項に留意して議論を行い、道央地域におけるごみ処理方式に
 ついて関係者および住民との合意形成を図って行くべきであると考えます。

   　○施設整備の前提条件の再確認  

  　　 ・生ごみはそのまま焼却や埋立を行わず資源化を図る。  
  　 ○住民の分別収集への協力度

 １．処理方式の選定にあたって前提条件の明確化 
  　①インプットの条件

○ 地域の特性について

   主としたバイオガス化や堆肥化が検討されてきたが、ごみ処理に支障が生じない範囲で取り入れ、広域化の方針と共に拡大すべきである。

   ①徹底した安全性の確保                              　②情報公開と住民参加による透明性の確保       ③地域の振興拠点としての位置づけ、周辺環境の整備 
   ④廃棄物処理やリサイクル問題についての理解と浸透      ⑤周辺整備と地域環境の融和                   ⑥環境保全協定等の締結と工事中、稼動後の監視体制の確保  
○ 分別方針について

○ 分別の方針について

 ・近年、工業化する区域が増加する傾向にある。

○ 分別の方針について
    広域化を受け入れる以上、従来よりも進んだ処理方法を取るべきであろう。同時に現時点で資源化、省エネルギー化及び環境への負荷が少なくなる方法をとるのは当然。
 　そのためにはこれまでよりも多分別とならざるを得ないと思われる。

　　・生ごみは資源化の方向を探る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ＲＤＦについて受け入れ先がある。

    資源ごみ、生ごみ(厨芥）、可燃物、粗大ごみ、有害ごみの５分別とする。(有害ごみ分別は、これからのごみ処理のためには是非とも必要。民間事業者に収集と処理を委託

　　・コンポスト化については、経験があり、現段階では需要がある。　　　・堆肥等受け入れの容量があると思われる。 等
　②生ごみの分別収集について、２市３町におけて今後の対応策が統一されているわけではない。

 ・豊かな自然に囲まれ、農地・緑地の多い地域である。

   ③都市計画上、将来明らかな支障が生じないこと。　　　  ④用地買収に合意が得られやすいこと。
   なお、廃棄物処理法第９条の４においては周辺地域への配慮が規定されており、つぎのような施策が考えられる。

   平成13年１月に施行された循環型社会形成推進基本法は、天然資源の消費を抑制し、環境負荷をできる限り低減される社会を形成する事を 目指した法律であり、①廃棄物等

   一般的に、ごみ処理施設を設置する場所の決定にあたっては、都市の総合的な土地利用計画に基づき、便利にしてかつ周辺に及ぼす環境影響に配慮するとともに経済性等を
   考慮して、市町村が施設設置候補地を複数箇所選定したものについて、住民の意見を反映したうえで、最適な施設の設置場所を協議・決定する方法が採用されている。
   候補地選定の基本的な事項は下記のとおりである。
   ①必要な面積を確保できること。　　　　　　　　　　　  ②ごみ搬入及び処理後の製品の搬出や残渣の処理に便利であること。

   当初、生ごみを全域で分別収集するという前提があるものと認識をしていたが、第５回委員会後の懇談会の様子では必ずしもそうでないようである。分別の収集体系の確立、
   住民教育の徹底等についてのハードルを乗り越える気があるかどうか、すなわち２市における新たな取り組み、３町におけるこれまでの施策の徹底を進める気がどうか、

    ごみ処理は、その時点のごみ処理に関する技術や社会の仕組みによって影響されると共に、地域のごみ処理の歴史や、行政や住民の意向（どうしたいという意志）によって
○ 地域の条件について

 ・地形的には大きな起伏はなく、２市３町を合わせても距離的には広域処理に恵まれている。
 ・ごみの排出方法は、自治体により異なるが分別種目数はこれまで少なかった。容器リサイクル法の施行以来、いまのところ分別排出の協力度は悪くない。
 ・多くの住民は比較的進歩的な意識を持ち、新しい施策を受け入れる意欲が強い。

    その点で、可燃・不燃の分別のみでなく、資源物の品目数を増やし、かつ問題となっている可燃ごみ中の生ごみの分別に踏む切ることには賛成である。

  昔のおばあちゃんはブリキとトタン、真綿とウール、絹と人絹を見分けられましたが、今は大学を出ても塩ビとポリエチ、アルミ缶とスチール缶をうまく分けられません。

   らしめるとともに、これによりごみであった有用物を資源物として有効に利用できる意義を暮らしの中で定着する方策を提言するべきである。このためには、当該処理施設整
   備において、生ごみの分別収集をはじめ、容器包装リサイクル法や家電リサイクル法等で定める様々な分別を実施しなければならない。当該施設では、生ごみのリサイクルを

 　影響される。むしろ、後者の方が大きいのではないか。この地域では次のような条件を持っていると考えている。

   除去するなどにより初期の目的を達することは可能である。循環型社会を構築するためには、排出者一人一人の自意識が大きな役割をはたすことになるので、分別の意味を知

   早急に固める必要がある。これによって選択肢が規定される。

○ 地域の条件について（施設建設地の選定について）

　③２市３町として、処理体系を一本化することは決定されていない。
＊これまでの議論では、広域化を前提として、こういう方法を採用したらこういう資源が得られ、物質収支やコストはこうなるという観点でなされてきたと思う。しかしながら、
　前提となるべき２市３町の統一的方向性、すなわち生ごみを分別して資源化する方向（熱的処理以外で資源回収する）を採用するかどうかは定まっていない感がする。

   　○市町における資源化物利用促進のための優遇制度

   　○資源化物(堆肥、バイオガス、RDF)の品質と有効利用形態 

 ・移住者は居住地を選んだ理由として、自然が豊なことを喜び、極端な都市化より現在の環境を守りたいと思っている。

   　○長期的な視野に立った設定ごみ性状確保の実効性等

  計画より全体計画をごみ処理も生活全体の一部として考えることを重視しています。そこから、窒素やリンの循環に関して北海道、日本そして世界の物質収支の上でどうなのか、

   の発生抑制、②不要物の再使用、③不要物の再生利用、④エネルギー回収及び⑤廃棄物の適正処理を推進するとしている。容器包装リサイクル法に見られるようにリサイクル
   に関連した法律は基本的に分別を前提にして構成されており自治体の推進するごみ処理については分別を基本として考えるべきである。しかしながら、様々な考え方や住環境

  河川環境や近海水産業との関わりはどうか。あまりに肥料過多の農業をしていないか、食料・肥料の自給はどうかを考えます。  

   なお、広域圏域内あるいは同じ市内における分別方法の違いによる混乱等もありうるので、実施にあたっては十分なる配慮が必要である。

  今後の工業製品、特に複合材料などは専門家にも難しくなります。この現実から考えなければなりません。

  ｢ごみの分別＝進歩的」というムード（ブーム？）についても懐疑的で、現在及び近い将来において日本中の家庭でごみの分別貯留に奮闘する姿が、とても文化的とは考えられ

   にある排出者（住民等）が完全に分別できることは不可能であり、様々な不適物が混入することは当然である。ただ、従来方法と異なり、分別を基本とし、混入物を機械的に

  ません。魚はフィレ、野菜はカット野菜が新鮮なまま手に入るシステムが先決でしょう（産廃の食品リサイクルシステムが進化するとしてそちらに委ねるのがよい）。

  　 ○資源化物の利用者と長期的な連携と需給関係

Ｆ 委 員

Ｇ 委 員

Ａ 委 員

Ｅ 委 員

Ｄ 委 員

Ｃ 委 員

Ｂ 委 員



道央地域ごみ処理施設計画に関する専門委員の意見

　NO.２　処理方針及びその理由・留意点
第６回道央地域ごみ処理専門委員会資料

委　員 私                見

　　ただし、２市がバイオガス化で３町は堆肥化はひとつの考え方であり、前提としない。

　　バイオガス化は、コンポスト化では炭酸ガスとなる部分をメタンエネルギーとして回収し、得られるコンポストは同じ料という意味で大賛成でありますが、これは下水処理の一方式であると考えます。

　　ＲＤＦ方式は地域内では効率のよい焼却炉を作れない場合の広域処理の運搬効率を考えた方式で、「ダイオキシン処理や最終処分の責任の分担」を考えに入れなければ無責任なものとなります。
　　炭化処理はエネルギー収支を考慮すると、もとよりナンセンスと考えます。ごみ全量堆肥化は上記の理由（バイオガスに劣る）で選択しません。
　　私の地域でも狂牛病関連で肉骨粉や生肉残渣の処理に苦慮しましたが、いつ何時安全な焼却炉がほしいという場合が起こることを考慮しますと、完全無機化できる焼却炉は地域で持っているべきものと考えます。

Ｇ 委 員

      更に家庭生ごみだけのバイオガス化には現時点では技術的にも不安が残り、また下水処理場とダブルで存在することに疑問があります。くみ取り屎尿（や畜産屎尿）とのコンバインは賛成です（下水処理場に設置）。

Ａ 委 員

Ｂ 委 員

Ｃ 委 員

○　処理方針について

○　理 由

　　　次善の策として熱処理がなくてもよいであろう。

　　・分別が不十分な時点でのバイオガス化では、脱水汚泥の埋め立てもありうる。
　　・熱利用も含めて、生ごみの資源化物の用途先については、十分なアセスメントが必要である。ただし、物質収支的観点や経済的観点を強調しすぎない。
　　・ＲＤＦ化については、将来不安を残さないよう、さらなる利用先の確保も必要である。

○　留意点として
　　・原案のように、単に行政区で分けるのではなく、リスクの低減効果や資源物効率を発揮できる量的組み合わせを考える。
　　・バイオガスについては、排水の下水道放流ができないと困難さが伴い、設置場所の制約がある。
　　・分別が十分な３町は堆肥化でもバイオガス化でも可能であるが、これから進める２市では、まずバイオガス化を進め、順次堆肥化を考えることも可能。

　　・ＲＤＦ化処理～実稼動施設が４０ヶ所以上に達しており、技術的に問題はない。ただし、プラントメーカーの技術的な優劣は大きい。　　　　　・保管や輸送費が高い傾向にある。

      私の選択は「ごみ分別は出来るだけ簡素に」、「中間処理に力を入れる（プロフェッショナルな）」、「最終処分は無機物にしてから」というものです。生ごみは調理くずが減り食べ残しが主になり（塩分の多い）、
　   食べ残しは近い将来ディスポーザ方式になる（べき）と考えます。従って、現在分別堆肥化を行っている３町は除き「可燃物全てをガス化溶融処理」というのが私の選択です。

　　・堆肥化及びＲＤＦ化については、製品の質、量と需要側の要望との調整を図る必要がある。副資材の確保や保管場所の確保が必要となる。

○　選択すべき方式について
　　当協議会の選択すべき方式は、堆肥化方式とＲＤＦ（炭化方式）の組み合わせが最も望ましいと考えられる。しかしながら、処理基本条件（追加資料ｐ.４）では、堆肥化設備の処理能力が１日当り12トンと99
      トンであり、ＲＤＦ施設及び炭化処理施設が73トンと153トンである。いずれの施設についても製造した製品（堆肥、ＲＤＦ、炭化物）の利用が大きな課題になることから、製品の需要を調査し、確実に消費でき

　　・堆肥化処理～大規模施設により堆肥を製造した場合には、その利用先の確保が課題となる。

　   る量を把握してから処理能力を決定すべきである。
○　留意点として

　　委員会の選択肢では、バイオガス処理、堆肥化処理、ＲＤＦ化処理、炭化処理及びガス化溶融処理方法が提案されており、２市３町の地域及び処理技術の組み合わせにより１２種類の組み合わせが提案されている。
      今後の循環型社会への移行を考慮すると、ただ単純に焼却する従来の方法を選択するよりも、住民参加を含めて分別収集を取り入れたリサイクルへの道を選択すべきであると考える。
      特に、３町ではすでに従来から堆肥化処理を実施し、地域に根ざした処理が行われ、製造された堆肥は有効に利用されている。従って、これを踏襲して施設整備を図ったとしてもごみ処理になんら支障を及ぼすこと
　   はないと考えられる。しかしながら、この方法を２市に拡大した場合には堆肥化量が膨大になり施設の立地条件、製品の利用先の確保や保管等課題が大きくなる。
　   また、２市の一部を堆肥化にした場合は、同じ市内でも分別収集方式が異なるなど混乱を生じかねない。
　   以上の理由により、堆肥化は３町の方式を継続することが適切であると考えられる。なお、２市生ごみを堆肥化することが望ましいので、実施できれば選択肢として有望である。また、利用先の確保がやや不確実な
      場合には、一部を炭化処理により用途の拡大あるいはＲＤＦ製造の乾燥、脱臭熱源としての利用等、幅広い選択肢を検討し、ごみ処理に支障が生じない方策を選択すべきであると考える。　　
      可燃ごみについては、ＲＤＦか処理あるいは炭化処理が提案されているが、製造されたＲＤＦが確実に利用が保証できるのである条件を明確にする必要がある。

　　・現時点で受け入れ先がある。　　　　　　
　　・最終的バッファーとして（資源化が不向きな廃棄物への対応、資源化残さへの対応、処理プロセスのトラブル時への対応、災害時への対応等）熱処理が望ましいが、本地域では埋め立て対応が可能であるため、

　　・炭化については、用途確保に？。　　

○　処理方針について（委員会選択肢では）
　　生ごみを２市３町全域で分別収集することを前提として、選択肢Ⅰ－Ａー１（２市：バイオガス化、３町：堆肥化、２市３町：ＲＤＦ）とする。

　①循環型社会形成を推進する点から、また地域特性の点から、フィロソフィーとして、生ごみは別個に資源化を図るものとする。　　　　　　             →選択肢Ⅰが残る
　②生ごみの資源化の方法としてバイオガス化と堆肥化を想定した場合
　　・３町の経験で堆肥化はうまくいっている。　　　　　　・堆肥の受け入れ容量はあるようである。　　
　　・いずれも生物処理であることから、全量をひとつの方法で行うことはリスクが伴う。　　
　　・バイオガス化を選択しても堆肥化プロセスが必要とされる（不可欠ではないが）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 →選択肢Ⅰ－Ａが残る
　③可燃ごみについては、ＲＤＦ化を図る。ただし、絶対的ではなくひとつの考え方として

   ②住民の分別が確実に行えるように工夫すること。行政は、徹底した分別を住民に要求すること。そのために、議会や住民組織の意識の啓発し、その気にさせること。
   ③狂牛病問題の波及に注意すること。（プリオンが生ごみ処理物や処理過程から放出され、危険であるという風聞が生まれないかどうか。）

　①生ごみを分別して、２市ではバイオガス化、残渣物は３町の堆肥化施設へ搬入（もし分別が悪く、堆肥化に不適な残渣となったときは埋立）。３町では従来通り、堆肥化処理を行う。
  　 ただし、３町の堆肥化も、籾殻を用いた堆肥化から、木材チップ等を用いた完熟堆肥の方向を目指す
　②可燃物は、ＲＤＦ化を行う。北海道では、ＲＤＦの使用先を十分確保できる。もちろん、品質向上のために、分別性の向上を常に住民に訴えることが必要。

   ①ごみから、可能な限り多くの再生物を得ようという点で優れている。
   ②バイオガス発電で場内使用電気に転用でき、ＲＤＦの一部燃焼で場内の使用熱を賄える可能性があり、処理コストを削減できる。
　③地域の条件として、既に生ごみ分別に関して実績がある。また、最終手段として埋立処分に依存できる。
○　留意点として

　・生ごみを除いた可燃ごみの炭化処理は、その必要性に疑問を持つ。生ごみの分別は最初から完全を望むのは無理で、可燃ごみには若干の生ごみの混入は予想される。
　　しかし、ＲＤＦの製造時の環境問題や製品の品質が利用先に受け入れられない程、悪くなるといった懸念はすでに解決されている。熱源としての利用を優先する協議会の意見を尊重する。

      らである。 

　①維持管理コストを削減のために、施設設計をより詳細に検討し、発注仕様書を合理的に作成すること。バイオガス施設とＲＤＦ施設を同一敷地に設置すること。下水道放流できる地域に設置すること。

　   同時に、ごみ減量のなお一層の推進が必要である。そのために減量努力を促す種々の工夫が行われるべきである。資源物としての分別収集品目を増やすこと、並びに生ごみとその他の可燃ごみとで差をつけた有料化
      の採用も視野に入れ（既に計画されている自治体もあるかもしれないが）、住民が自発的に減量に向かって努力する体制を作ることが必要である。

○　処理方針について（基本計画と同様。委員会選択肢ではⅠ－Ａー１）

　   委員会の中でも意見が出たように、そうした方向で行政側が積極的な姿勢をみせることも不可欠である。

○　理 由

○　処理方針及びその理由・留意点について

　　・道内においてＲＤＦの利用先が確保されている。複数の利用施設が望ましい。　　　　　・生ごみを含んだ場合の乾燥設備及びダイオキシン類対策も対応が容易である。

      徹底を求めて、繰り返し指導・助言を行う必要がある。

○　処理方針について
　　結論を先にいえば、将来を考えて２市３町が全域で生ごみの堆肥化、可燃ごみのＲＤＦ化を行うのがベストと考える。（Ⅰ－Ｃ－１のパターンの採用）
　　ただし、当面は３町の堆肥化施設が利用可能であり、地域の堆肥利用者の便宜を考慮して、新しい施設の技術の習熟、及び新施設からの製品の利用開拓の期間は、しばらくの間は現在の堆肥化施設の稼動を予定して
　　おくことが望ましい。新施設の処理能力は全域の処理が可能なものとする。

　　いずれの方法をとるにしても、住民の分別に対する協力なしでは進まない。行政の側からだけでなく、住民組織、各種の市民団体が力を合わせて分別方法や排出時のルールの徹底、住民意識の高揚や分別目的の周知

　   生ごみ単独でのガス化施設の運転実績が未だ少なく、予定される処理量での性能にまだ自信がもてない。実証プラントとして研究的に運転する意欲をもつならば期待できるが、実施設として踏み切るには時期尚早で
      はないか。　　

     ・生ごみは堆肥化処理、可燃ごみは炭化処理
○  理由として

○  留意点として

     ・恵庭・北広島のような農村では堆肥化が最も優れたごみ処理法である。
     ・可燃ごみは、単に燃やすことより、少しでも有効利用が可能な方法を考えるべき。

     ・農地に品質のよい有機物が必要なのにどこにも見当たらない。　　　　　　　　　　　　　　　　

     コンサルタントがいうような高速堆肥施設では、良い堆肥を作れないので、高品質な堆肥製造システムを用いる必要がある。

○  処理方針について（委員会選択肢ではⅠーＣー２）

２．処理方式の選定手順の明確化

   ③意思決定にあたっての住民の関与形態
３．提案処理方式の実行可能性の評価

   ②意思決定の方法

　　提案されている方式がごみの資源化・適正処理システムとして導入されたときのごみや資源の流れを検討し、多角的視点(経済性、環境負荷、エネルギー消費、収集体系、住民合意、住民への負担、施設の立地場所、
　　最終処分場への負荷、長期的なごみ処理計画との整合性、システムの継続性、システムの維持管理性、長期的な需給関係、農業者等関連事業者との連携、関係市町間での連携等)から各システム化のメリットやデメリ
　　ットを明らかにすることによって、それらのシステムの実行可能性を評価すべきである。

○　理　　由
　・委員会に提案されているいくつかの方法の中で、分別については住民の積極的な協力が得られることを予想し（少し期待し過ぎかな？）、生ごみの分別を必要としないⅡの方式は候補からはずす。
　・バイオガス化は発生ガスによるその発電量とその電力の自家消費、あるいはガス燃焼による熱供給が可能で有利な点が多い。ＲＤＦプラントとの併設で相互に補完し合うことができ、運転経費の節減が期待できるが、

   ①本委員会運営における委員側の再認識

     ・堆肥化は最もランニングコストがかからない。

Ｅ 委 員

Ｆ 委 員

Ｄ 委 員

○　留意点として

　・堆肥化を選んだ理由は、生ごみの抱えている多くの課題をほとんどクリアーできるし、製品として堆肥を受け入れる条件に恵まれている。また堆肥の製造・利用に関する　指導・助言を行う体制にも期待が持てるか　
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